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Ⅰ 相続登記義務化
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➀ 民 法

➁ 相続税法

③ 不動産登記法

遺産分割の期限なし

遺産分割の義務なし

１０か月以内、申告納税
基礎控除範囲内申告義務なし

登記の期限なし
登記の義務なし

所有者不明土地の要因

相
続
登
記
を
し
な
い

住所変更登記をしない

土地全体の２２％ H29国交省調査



1. 相続登記義務化
1. 公布日（２０２１年４月２８日）

2. 公布の日から３年以内に施行

3. 不動産を取得した相続人に対し、その取得を知った
日から３年以内に相続登記申請義務化
① 遺産分割による取得により取得した場合
② 遺贈により取得した場合（相続人に限る）
③ 上記以外の場合は法定相続登記が必要

4. 怠ると１０万円以下の過料（正当な理由がない場合）

5. 施行日前の相続にも適用
① ３．の起算日は原則、法律施行日から3年以内
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２．相続人申告登記の新設
• 登記名義人の法定相続人であることを申し出る制度

• 単独の申請可。

• 登記官がその者の氏名及び住所等を職権で登記する（持分は登記されない）

• 法定相続人が、不動産の取得を知った日から３年以内の申し出。

• 相続登記申請義務を履行したものとみなされる。

• 遺産分割をした場合は遺産分割の日から３年以内に登記必要

• 怠ると１０万円以下の過料（正当な理由がない場合）

• 施行日前の相続にも適用
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③ 法定相続分

➃ 相続人申告登記

➁ 遺贈
（相続人に対する）

3年以内の登記義務

遺産分割

遺産分割
遺産分割による登記義務
（遺産分割の日から３年以内）

遺産分割による登記義務
（遺産分割の日から３年以内）

➀ 遺産分割による
相続登記



３．遺産分割が発生した場合
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（法施行日後） ３年遺産分割

③ 法定相続分

➃ 相続人申告登記

➀ 遺産分割
相続登記

相続開始日

３年

遺産分割による登記義務
（遺産分割の日から３年以内）

遺産分割による登記義務
（遺産分割の日から３年以内）



３．遺産分割が発生した場合➁

8

（法施行日後） ３年 遺産分割

③ 法定相続分

➃ 相続人申告登記

相続開始日

３年

遺産分割による登記義務
（遺産分割の日から３年以内）

遺産分割による登記義務
（遺産分割の日から３年以内）

➀遺産分割による相続登記過
料



４．その他の事項

登記名義人の死亡等事実の公示
 登記官が他の公的機関から死亡等の情

報を取得し、職権で表示（符号で表示）
登記で登記名義人の死亡の有無の確認が可能
自筆証書法務局保管制度で、遺言保管通知希望の場

合、指定者に通知される可能性あり

登記漏れの防止
 所有不動産記録証明書制度の新設
所有者又は相続後の相続人の請求
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死亡時の通知
保管申請書の一
部



5. 住所氏名変更登記義務化
1. 公布日（２０２１年４月２８日）

2. 公布の日から５年以内に施行

3. 住所氏名の変更があった日から２年以内に変更登記
申請義務化

4. 怠ると５万円以下の過料（正当な理由がない場合）

5. 登記官が職権で登記可能になる。詳細は法務省令で
決まる。なお、本人が申し出た場合に限る

6. 施行日前の住所氏名変更にも適用
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Ⅱ 土地所有権放棄制度
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 背景

土地利用ニーズの低下等により、相続したが
土地を手放したいと考える者が増えてきたこと

土地を望まず相続した者の負担感が増え、
管理等がされたいない場合がある
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1. 相続土地国庫帰属法
1. 公布日（２０２１年４月２８日）

2. 公布の日から２年以内に施行

3. 相続又は遺贈（相続人に対する遺贈に限る）により土地
を取得した所有者が土地を手放して、国庫に帰属させる
ことを可能とする。

4. 法務大臣に対し承認申請（共有の場合は全員）

5. 審査手数料、負担金（10年分の土地管理相当額）徴収

（参考）現状の国有地の標準的な管理費用（10年分）
原野約２０万円,市街地の宅地（200㎡）約８０万円
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要件 通常の管理又は処分をするにあたり過分の費用又
は労力を要する次のような土地に該当しないこと

・建物や通常の管理又は処分を阻害する工作物等がある土地
・担保権（抵当権等）、用益権等が設定されている土地
・通路など他人によって使用される土地
・土壌汚染や埋蔵物がある土地
・崖がある土地
・境界や権利関係に争いがある土地 参照 法務省HP



Ⅲ 所有者不明土地の解消
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1. 所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直し
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問題点
・所有者の探索に多大な時間と費用がかかる
・土地の管理が放置されることが多い
・共有者が多数や、一部所在不明の場合、管理、利用が困難
→公共事業、復旧、復興事業が進まず、民間取引が阻害されるなど、土地利活用を阻害
→土地管理が不全化し、隣接する土地への悪影響

所有者不明土地問題の解消

高齢化、死亡者の増大により、今後ますます深刻化

所有者不明土地の発生の予防 所有者不明土地の利用の円滑化
不動産登記制度の見直し 土地を手放すための制度新設 土地利用に関する民法改正
Ⅰ相続登記義務化
住所氏名変更の義務化
その他の制度

Ⅱ相続土地国庫帰属法 ・所有者不明土地管理制度の創設
・共有者不明な場合の共有地の利用の円滑化
・⾧期経過後の遺産分割の見直し
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出典 法務省HP



Ⅳ 今後の相続手続
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1. これまでの相続手続
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相続開始

相続手続

税理士

戸
籍
取
得

相
続
税
申
告

不
動
産
登
記

預
貯
金
解
約

難しい難しい

司法書士

遺
産
分
割

相続の専門家に依頼

自分派も自分派も

自分派も



2．最近の相続手続
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相続開始

相続手続
戸
籍
取
得

相
続
税
申
告

不
動
産
登
記

預
貯
金
解
約

遺
産
分
割

相続の専門家に依頼

情
報
収
集

事
前
相
談 自分で相続手続

法
定
相
続
情
報
証
明



イメージ

．法定相続情報証明



３．改正後の相続手続
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相続開始

相続手続
戸
籍
取
得

相
続
税
申
告

不
動
産
登
記

預
貯
金
解
約

遺
産
分
割

相続の専門家に依頼

情
報
収
集

事
前
相
談

自分で相続手続き

義務化

法
定
相
続
情
報

直接法務局へ

1カ所で



相続開始

①分割対策

（遺言、生前贈与、信託）

②相続税対策

（納税対策、節税対策）
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相続対策 相続手続

登
記
等
名
義
変
更
・
財
産
承
継
手
続

相
続
税
申
告
納
税

十
ヶ
月
以
内
）

遺
産
分
割
（
相
続
人
全
員
）

遺
言
の
有
無
・
有
効
無
効
確
認

相
続
放
棄
・
承
認

原
則
三
月
以
内

葬
儀
～
法
要

無（無効）

有（有効）

遺留分侵害額請求
（一定の相続人）

相続人確定

相続財産確定

2
次
相
続
対
策



4．ご自身での相続手続
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EX ⾧男が全て相続する遺産分割

情報収集

遺産分割協議書の書き方 相続税申告方法 相続登記の方法

雛形入手 税務署相談 法務局相談

相続税申告 相続登記

本当に大丈夫？

遺産分割の論点を検討していない可能性が
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⾧男が全てを相続する遺産分割

相続人間で問題は？ 相続税は？ 納税は？

2次相続は考慮しているか

居住者は誰？

配偶者は認知症か？

老人施設入居希望か 最終的に自宅は誰が？

売却予定は

小規模宅地の特例は

⾧男 が全てを相続する遺産分割妻



s23.1.1~
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戸主 家督相続

戸主以外 遺産相続

旧民法 現行民法

遺産分割していない

遺産分割していない

相続の専門家に依頼

土地利用に関する民法改正
・所有者不明土地管理制度の創設
・共有者不明な場合の共有地の利用の円滑化
・⾧期経過後の遺産分割の見直し

遺
産
相
続

不動産登記制度の見直し
Ⅰ相続登記義務化
住所氏名変更の義務化
その他の制度



Ｖ 最後に
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相続アドバイザー養成講座 受講

相続アドバイザー協議会ご入会

１８講座中１５講座以上出席

相続寺子屋 相続フォーラム 上級アドバイザー制度

相続全般の知識

実務知識習得・ネットワーク・社会貢献
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